
電波有効利用政策研究会

第４回　免許不要局部会

日時：平成15年6月24日(火) 午後4時30分～
場所：総務省８階第１特別会議室



小電力無線システムの世界（免許不要帯域）

・電子レンジ（高周波利用設備）
・無線LAN（免許不要）
・情報家電（免許不要）
・アマチュア無線（免許）　　　　　など

現在、2.4GHz帯（ISMバンド）

追加割当て（例：5GHz帯）

既存の電波利用者に
とっては、世界に類を
見ない厳しい措置

⇒立退き料の発生

立退きの明確な目的
を明らかにする必要

迅速な再配分

2.4GHz帯よりクリアな品質

無線LAN専用型

ビジュアル系大容量伝送が可能
（2.4GHz帯よりクリアな品質）

情報家電専用型

併存型

＜屋内外シームレス＞

2.4GHz帯は引続き無料利用

立退き料を支払う者は、
戦略的な事業展開が可能

日本発の新IT社会を構築する上
で、移動通信端末や情報家電は
我が国の得意分野

１



電波の利用状況調査との対応関係

3.4GHz超平成18年度

770MHz以下平成17年度

770MHz～3.4GHz　平成16年度

3.4GHz超
(4､5､6GHz帯を　　
含む)　　　　　

平成15年度

毎年度の実施スケジュール調査対象

※必要な場合には、対象を限定して臨時の利用状況調査を行うことができる。(臨時調査)

4月　　 5月　　 6月　　 7月　　 8月　　 9月　　10月　　11月　　12月　　 1月

周波数帯を3区分して、
順次調査を実施

調査期間 データ整理 評価作業

再配分の候補の検討

調査結果公表
評価案パブコメ

評価結果
公表

２

※4,5,6GHz帯の電気通信業務用固定局については、平成１４年度に先行調査実施済み（本年５月に評価結果公表）



当部会の当面の検討スケジュール（予定）

第４回第４回 ６月２４日（火）・今後、詳細検討を進める分野の整理

第５回第５回 ７月２８日（月）・徴収方法等に関する具体化検討

第６回第６回
８月下旬又は
９月上旬

・報告書骨子案の審議

親会親会 ９月中～下旬 ・報告書案の取りまとめ

・公表：パブリックコメントの募集

・年内に報告書取りまとめ
３



これまでの論点（主なもの）①

１　受益者負担か一般財源か１　受益者負担か一般財源か

(1) 第一次報告書では、受益者負担原則を確認

⇒　受益者負担原則を前提に規制環境を生まないため、基準認証実施者からの徴収が適当

⇒　メーカ関係団体からは、一般財源が適当

　　　　　　　　　　　　　　　

⇒　報告書の取りまとめに際して実施されたパブリックコメントでは、メーカ関係者を
除く多数意見は受益者負担。

　　ただし、メーカ関係者からは一般財源の投入が適当とする意見が一部あった。

(2) 本年４月の電波有効利用政策研究会での意見

○　一般財源の投入については、一部のメーカ関係者が主張

○　前回の当部会での議論は、メーカ関係者からも新しい周波数確保のため、受益者負担は
やむなしとの意見

・受益者の範囲、管理コストの問題等が提起
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これまでの論点（主なもの）②

２　サービス提供型の扱い２　サービス提供型の扱い

(1) 受益者負担原則が適当

(2) 無線ＬＡＮ事業等の展開に、サービス提供者として所要の立ち退き料を支払う
ことは、受入可能

　　ただし、自己利用等との公平性の確保は必要

○　サービス提供専用型　⇒　サービス提供者負担までは容認

　　　　　　＋α

　　　　　　　　屋内での自己利用の扱いが焦点　
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これまでの論点（主なもの）③

検討１：情報家電専用型の扱い検討１：情報家電専用型の扱い

基準認証実施者が負担

検討２：無線ＬＡＮ事業専用型検討２：無線ＬＡＮ事業専用型

サービス提供者が負担

検討３：無線ＬＡＮ専用型検討３：無線ＬＡＮ専用型

サービス提供者及び基準認証実施者が負担

検討４：ＩＴＳ機器等の扱い検討４：ＩＴＳ機器等の扱い

情報家電専用型と同様に扱う適否
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検討１　［費用徴収案（情報家電専用型）］

　　○　管理コストの発生
　　○　徴収金額の多寡

（例）最初の１０年間で２．４億円の徴収予定だと、
　　年間総額で２４００万円の徴収。
　　　例えば２００万台で割ると１台１２円。

総合判断

※１　一定の団体の扱いは、次回以降具体化検討が必要。
※２　本来、費用負担をすべき受益者は、ユーザである旨の周知方法は今後の検討課題。

１　原則１　原則

表示貼付者は表示貼付数に応じて負担

２　検討事項２　検討事項

　関係する複数の表示貼付者が、一定の団体等を通じて、予め、　
政府の徴収予定額を前納する場合には、個々の上記１の徴収は
免除することも検討課題。

※１　国内、外国製品いずれも表示貼付により、国内使用が可能となる。

※２　ただし、相互承認協定（欧州、シンガポール）に基づく表示貼付は、外国政府の責任に
より実施。未だ実施事例はないが、公平性の確保手段は今後の検討課題。
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検討２　［費用徴収案（無線ＬＡＮ事業専用型）］

本来、ユーザが負担すべき

費用の代行徴収

端末の扱いが課題端末の扱いが課題

基地局数のほか
端末数で按分

○端末数の管理コスト

○自営のサービス提供型の
存在

○複数事業者とのサービス
契約の存在

基地局数で按分
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免許の世界 免許不要の世界

電波の利用者

（原則、負担者）

免許人

表示貼付者

（技術基準適合証明）

サービス
提供者
（基地局）

サービス提供型

自己利用

（製品価格）

検討３　［費用徴収案（無線ＬＡＮ専用型）］

自己利用型

※　サービス提供型の基地局が端末局と技術基準上、明確に区別できる場合には、
　原則通り電波の利用者であるサービス提供者が負担する。
　　仮に、明確とならない場合は、全て表示貼付者が負担。

　・　サービス提供者は基地局数に応じて負担

　・　表示貼付者は貼付数に応じて負担

　・　両者の負担割合は今後の検討課題

　・　サービス提供者は基地局数に応じて負担

　・　表示貼付者は貼付数に応じて負担

　・　両者の負担割合は今後の検討課題
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サービス
利用者
（端末）

代
行
徴
収



補償が必要

新規利用者が一定の費用負担

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

電気通信事業者
の基地局

飲食店

ホテル

＜満席の中での新規参入の実現＞

既存利用者に経済的な損失が発生
（設備、鉄塔等の残存簿価や撤去費用など）

・　代替周波数なし
・　３年程度で実施（従来１０年以上）

新規利用者に経済的な利益が発生

《無線ＬＡＮ等》
《中継用固定局》

新規利用者 既存利用者

退席

新規参入

《電波の再配分》
（参考１）
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免許手続きの過程で新規免許人の負担申出額を評価免許手続きの過程で新規免許人の負担申出額を評価

電波利用料新規免許人の申出額（５割～１０割）新規免許人（５割）

電波利用料徴収期間の継続（５割～１０割）新規免許人（５割）

《携帯電話等などの場合（参入数が限定）》

《無線アクセスなどの場合 （参入が自由）》

《給付金制度の財源（費用負担）のあり方》

１０年間で５割徴収を目標。１０割に達するまで徴収を継続１０年間で５割徴収を目標。１０割に達するまで徴収を継続

原　則原　則

　財源として、電波利用料を充てるとともに、少なくとも費用の５割以上は、
再配分後の電波を利用する新規免許人に負担を求めることが適当。
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例えば、免許枠が３の場合

　　・　NTTDoCoMo

　　・　KDDI

　　・　J－PHONE

新規利用者からの費用徴収の方法

免許不要局の場合免許不要局の場合

基地局

無線LANの場合 情報家電の場合

利用者の把握が可能 利用者の把握は困難

携帯電話等の場合携帯電話等の場合

無線局の免許枠が一定数に限定
（電波を専用する形態）

上記３社から徴収

　　不特定多数が利用可能　　
　（電波を共用する形態）

Ａ案　電気通信事業者から徴収

Ｂ案　表示貼付者（基準認証）から徴収
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再配分の時期

５年以内の再配分 １０年以上の再配分５年超１０年未満の再配分

周波数割当計画の改訂周波数割当計画の改訂

免許の有効期間を勘案

全ての撤去設備が対象

これまで補償措置なしに移行

算定対象としない

継続使用への期待が強い設備に配意

鉄塔・局舎等のみ対象

（原則）

残存価値と期間損失

（限定）

残存価値のみ

（非補償）

給付金制度の基本的考え方
（参考２）

給付金の算定

改訂から５年改訂から５年 改訂から１０年改訂から１０年
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給付金額の算定方法（案）

耐用年数経過耐用年数経過2007年11月2007年11月

残存価額（１０％）
２年間分の金利

（撤去費用＋取得価格）×金利×２（年間）

（借入金１／２　自己資金１／２）

②撤去費用及び新規設備の　
　取得費用の２年間分の金利

取得価格

残
存
価
値

2005年11月2005年11月

現在の使用期限

長プラ 定期預金金利

①使用できなくなる無線設備の残存価値

残存簿価－残存価額

給付金額は通常生じる損失のみを対象（撤去設備の残存価値等）

　※電波の使用権（土地でいう借地権）に対する対価補償は不要（電波の使用料を支払っていない）

　（借地権では通常更地価格の７０％相当）

１　基本的考え方

２　算定イメージ

２年間前倒し

給付金額(①＋②)
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